
カーボンニュートラル関連施策について

令和5年8月24日

経済産業省 近畿経済産業局

カーボンニュートラル推進室



目 次

１．CN／GXに取り組む重要性

２．中小企業が活用できる国の支援策

1



2050年カーボンニュートラルの表明（10月26日）

2021年

2022年

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ グリーン成長戦略の具体化（6月18日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ イノベーションのスパイラルを起こすため、①政策手段や各分野の目標実現の内容の具体化、②脱炭素効果以外の国民生

活のメリットの提示という観点から具体化

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年▲46％に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方向性

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ 長期戦略（10月22日閣議決定）
➢ パリ協定の規定に基づく長期低排出発展戦略として、2050年CNに向けた分野別長期的ビジョンを提示

✓ クリーンエネルギー戦略 中間整理（5月13日）
➢ 成長が期待される産業ごとの具体的な道筋、需要サイドのエネルギー転換、クリーンエネルギー中心の経

済・社会、産業構造の転換、地域・くらしの脱炭素化に向けた政策対応などについて整理

✓ GX実現に向けた基本方針 閣議決定（2月10日）
➢ ロシアによるウクライナ侵略以降、エネルギー安定供給の確保が世界的に大きな課題となる中、GX（グリー

ントランスフォーメーション)を通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に実現するべく、
GX実行会議や各省における審議会等での議論を踏まえ、「GX実現に向けた基本方針」を閣議決定

2023年

国連へ新たな削減目標を反映したNDC＊を提出（10月22日）＊NDC:Nationally Determined Contribution

我が国の2050年カーボンニュートラル実現に向けたこれまでの取組
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2020年

✓ GX推進法の成立（5月12日）

✓ 水素基本戦略の改定（6月6日）

✓ 脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（GX推進戦略) 閣議決定（7月28日）



⚫ GXを加速させることで、エネルギー安定供給と脱炭素分野で新たな需要・市場を創出し、日本
経済の産業競争力強化・経済成長につなげていく。

GX実現に向けた基本方針 （2023年2月10日 閣議決定）
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（１）エネルギー安定供給の確保を
大前提としたGXの取組

（２）「成長志向型カーボンプライシング構想」
等の実現・実行

①徹底した省エネの推進

②再エネの主力電源化

③原子力の活用

④その他の重要事項

• 水素・アンモニアと既存燃料との価格差に着目した支援 等

①GX経済移行債を活用した先行投資支援

②成長志向型CPによるGX投資インセンティブ

③新たな金融手法の活用

④国際戦略・公正な移行・中小企業等のGX

• 事業再構築補助金等を活用した支援、プッシュ型支
援に向けた中小企業支援機関の人材育成、パート
ナーシップ構築宣言の更なる拡大等で、中小企業を
含むサプライチェーン全体の取組を促進。

※ GX（Green Transformation）とは、化石エネルギー中心の産業構造・社会構造をクリーンエネルギー
中心へ転換する、戦後における産業・エネルギー政策の大転換を意味する



企業を取り巻く脱炭素の環境

⚫ 企業は周囲の様々なステークホルダーから、脱炭素に向けた取り組みの圧力を受けている。

企業

企業を取りまく脱炭素の圧力

サプライチェー
ン上の企業金融機関

株主 消費者

労働者

金融市場 財市場

労働市場
*まだ顕在化度合は
低いと考えられる

GFANZ
2050年CNを実
現の加速を目指す
民間金融機関の
連盟（NZBAや
他の金融機関連
合を束ねる）

責任投資原則
PRI
機関投資家の投資
意思決定プロセスに
ESGの視点を反映さ
せるべく、国連のイニ
シアティブで策定され
たガイドライン

NZBA
2050年CNを実現
するための具体的
な道筋や進捗を定
期的に公表すること
を約束する銀行の
連合

政府

投資・融資・株主提案
による事業活動の制限

製品の仕様を規定
脱炭素価値の顕在化

規制・支援による
事業活動の制限・誘導

脱炭素な事業活動
が新たな企業選択軸

RE100
事業運営を100％
再生可能エネル
ギー電力で調達す
ることを目標に掲げ
るイニシアチブ
世界で356の企業、
日本は米国に次ぐ
66の企業が参加
（2022年3月17日時
点）

労働市場におけるキャリア観の変化
企業の脱炭素対応を就職の軸にする傾向が一部顕在化

消費者の環境
意識の高まり
SDGsに象徴される
サステナビリティへの
関心の高まり

等 等

等

（注）企業への圧力、および各市場等に影響を及ぼす要素は上に記載のものに限らない点に留意

2022年5月13日
クリーンエネルギー戦略検討合同会議資料より作成
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中小企業がカーボンニュートラルに向けて取り組むメリット

（１）省エネによるコスト削減

➢ 計画的・効果的な投資やプロセス改善により、エネルギーコストを削減。

➢ ただし、知見・ノウハウや人材が不足しているほか、初期投資の高い設備投資は財務基盤の脆弱性
故に進みにくい。

➢ エネルギー使用量を把握して削減ポテンシャルを検証することなどを通じて、一層の省エネ・省CO2に
取り組むことが重要。

（２）資金調達手段の獲得

➢ 金融機関がESG投資を推進しているため、温暖化対策の状況を加味した融資条件の優遇等を受け
られる機会が拡大（サステナビリティ・リンク・ローン、トランジション・ファイナンス等）

（３）製品や企業の競争力向上

➢ 取引先企業から選好されやすくなり、既存の取引先との強固な関係性の構築のみならず、新規の取
引先開拓にもつながり得る。

➢ 製品単位の排出量見える化が進めば、製品の差別化を行うことができる。

➢ ＣＮに向けた取組の価値を広く浸透させるためには、例えば、製品の排出量等の表示ルールの策定
など、官民による「仕組み作り」が必要。

⚫ 中小企業がカーボンニュートラル（CN）に取り組むことは、省エネによるコスト削減、資金調達手
段の獲得、製品や企業の競争力向上の点において経営力強化にもつながり得る。

⚫ また、設備投資に伴う排出削減量をクレジット化して売却すれば、投資コストを低減できる。（但
し、クレジット化して売却すると、自らの削減とは主張できなくなることに留意が必要。）

2022年5月13日
クリーンエネルギー戦略検討合同会議資料より作成
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SDGsデジタル化
DX

販路開拓
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CN／GX

財務改善

人材確保

生産管理設備投資

あらゆる経営課題と関連するカーボンニュートラル（経営課題としてのCN/GX）

⚫ CNは企業が取り組むべき課題の1つであり、それらと合わせて検討することも重要。
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【参考】 中小企業等向けの主な支援策

支援策の例

カーボンニュートラル
対策について知る

自社の排出量等
を把握する

• 中小機構のカーボンニュートラル・オンライン相談窓口
• 省エネお助け隊

• 省エネお助け隊
• 省エネ最適化診断・省エネ診断拡充事業
• IT導入補助金

排出量等を
削減する

・
サプライチェーンに
おけるグリーン化

• 省エネ補助金
• 省エネルギー設備投資に係る利子補給金
• CEV補助金
• CN投資促進税制
• 低炭素リース信用保険

• ものづくり補助金
• 事業再構築補助金
• 自動車部品サプライヤー支援事業
• J-クレジット制度

◼ GXの取組は、カーボンニュートラル対策について知る、自社の排出量等を把握する、排出量等を削減するとい
うステップで進めるとともに、サプライチェーンにおけるグリーン化の推進が重要。

◼ 相談窓口の設置や、設備投資や事業転換に活用できる補助金等、中小企業等の各段階に応じた支援策を
展開している。

中小企業等向けの主な支援策
2022年11月29日

第4回GX実行会議資料から抜粋
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中小企業基盤整備機構では、中小企業・小規模事業者を対象に、カーボンニュートラル・脱炭素に関する相談について、
専門家によるweb相談を実施。

https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html 9

中小企業が活用できる支援（オンライン相談窓口）

https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html


「省エネお助け隊」は、「地域プラットフォーム構築事業」で採択された地域密着型の省エネ支援団体。
中小企業等の省エネ取組に対して現状把握から改善まできめ細やかなサポートを全国各地域で実施。

https://www.shoene-portal.jp/

工場プラン
(製造業300kl以

上)
25,520円（税

込）

支援対象設
（例）

空調(5～10台)、コンプレッサ(3台)、生産設備(1台)

支援内容
（例）

•計測による省エネ量の見える化／稼働台数の適正化支援
•全体プロセスを考慮した台数制御支援
•設備の更新計画の策定支援／エネルギー転換・ダウンサイジングに
よる負荷率変更働台数の適正化支援
•職員、専門家による報告会

ビル・店舗プラン
(製造業以外)

13,200円（税
込）

支援対象設
（例）

空調(3～5台 )、照明(5～10台)、EMS活用支援

支援内容
（例）

•設備の更新計画の策定支援／デマンド監視制御装置の活 用支
援
•職員、専門家による報告会

＜令和４年度省エネ支援メニュー例＞

※個別でプランを作成することもできます。

中小企業が活用できる支援制度（省エネお助け隊）

10



中小企業が活用できる支援制度（省エネ診断拡充事業）
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（令和4年度補正予算 中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業費補助金）



12省エネ・節電ポータルサイト shindan-net.jpより(https://www.shoene-portal.jp/admin/master/assets/download/2023/r5_hikaku.pdf)



中小企業が活用できる支援制度（省エネ補助金）

事前登録されたエネマネ事業者と「エネル
ギー管理支援サービス」を契約し、 ＥＭＳを
用いてエネルギー使用量を計測することで、
より効果的に省エネルギー化及びエネル
ギー需要最適化を図る事業。

設計費、設備費、工事費

Ⓐ 先進事業 Ⓑ オーダーメイド型事業
Ⓓ エネルギー需要最適化

対策事業
Ⓒ 指定設備導入事業

外部審査委員会において、以下の先進性
が認められた設備・システムを支援。
①導入ポテンシャル
②技術の先進性（非化石転換等）
③省エネ効果

機械設計が伴う設備又は事業者の使用
目的や用途に合わせて設計・製造する設
備等（オーダーメイド型設備）の導入を
支援。

予め定めたエネルギー消費効率等の基準
を満たし、 補助対象設備として登録及び
公表した指定設備を導入する事業。

事業区分

事業要件

省エネルギー
効果の要件

補助対象経費

補助金限度額
（非化石）

補
助
率

中小企業者等

大企業 、その他

申請単位において、原油換算量ベースで以

下いずれかの要件を満たす事業

①省エネ率＋非化石割合増加率:30%以上

②省エネ量＋非化石使用量:1,000kl以上

③エネルギー消費原単位改善率:15%以上

※複数の対象設備（ⓐⓑⓒ）を組み合わせて申請する場合、

各設備の省エネ効果の合算値で上記要件を満たすこと

※非化石転換の場合も増エネ設備は認めないこととする。

申請単位において、原油換算量ベースで以

下いずれかの要件を満たす事業

①省エネ率＋非化石割合増加率:10%以上

②省エネ量＋非化石使用量:700kl以上

③エネルギー消費原単位改善率:7%以上

※複数の対象設備（ⓐⓑⓒ）を組み合わせて申請する場合、

各設備の省エネ効果の合算値で上記要件を満たすこと

※非化石転換の場合も増エネ設備は認めないこととする。

予め定めたエネルギー消費効率等の基準

を満たす設備を導入すること

申請単位で、「EMSの制御効果と省エネ

診断等による運用改善効果」により、原

油換算量ベースで省エネルギー率2％以

上を満たす事業

※1

※2

※3 ※4

設備費、設計費、工事費 設備費、設計費、工事費

2/3以内 1/2以内

1/2以内 1/3以内

1/2以内

1/3以内

※投資回収年数7年未満の事業は1/3以内

※投資回収年数7年未満の事業は1/4以内

※複数年度事業の1事業当たりの上限額は30億円(40億円)
※複数年度事業の1事業当たりの上限額は20億円(30億円)
※連携事業は30億円(40億円)

※複数年度事業は認められない

【上限額】15億円/年度 (20億円/年度)

【下限額】100万円/年度
【上限額】1億円/年度
【下限額】30万円/年度

【上限額】1億円/年度
【下限額】100万円/年度

設備費

【上限額】15億円/年度(20億円/年度)

【下限額】100万円/年度

1/3以内

＜ユーティリティ設備＞
①高効率空調 ⑥低炭素工業炉
②産業ヒートポンプ ⑦変圧器
③業務用給湯器 ⑧冷凍冷蔵設備
④高性能ボイラ ⑨産業用モータ
⑤高効率コージェネレーション ⑩調光制御設備
＜生産設備＞
⑪工作機械 ⑭印刷機械
⑫プラスチック加工機械 ⑮ダイカストマシン
⑬プレス機械

事前登録されたエネマネ事業者と「エネル
ギー管理支援サービス」を契約し、ＥＭＳ
を用いてエネルギー使用量を計測すること
で、より効果的に省エネルギー化及びエネ
ルギー需要最適化を図る事業。

設備費、設計費、工事費

※補助金限度額等については執行団体と協議の上決定するものとする

※複数年度事業の1事業当たりの上限額は1億円
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⚫ 工場等での省エネを促進するため、非化石エネルギーへの転換に資する設備も含め、省エネ性能の
高い設備・機器への更新を支援。

⚫ 企業の複数年にわたる投資計画に対応する形で今後３年間で集中的に支援し、特に中小企業
の潜在的な投資需要を掘り起こす。



中小企業が活用できる支援制度（事業再構築補助金）

⚫ ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の変化に対応するため、中小企業等の思い切った
事業再構築を支援することで、日本経済の構造転換を促すことを目的とします。

14（出典）事業再構築補助金事務局HPより抜粋



中小企業が活用できる支援制度（事業再構築補助金・グリーン枠）

15（出典）事業再構築補助金事務局HPより抜粋し作成

全枠共通必須条件
必須要件A：事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けること
必須要件B：付加価値額を向上させること

グリーン成長枠（エントリー）に該当する事業者

必須要件Bについては、付加価値額の年率平均4.0%以上増加を求める

① グリーン成長戦略「実行計画」14分野に掲げられた課題の解決に資
する取組として記載があるものに該当しその取組に関連する1年以上
の研究開発・技術開発又は従業員の5%以上に対する年間20時
間以上の人材育成をあわせて行うこと

② 事業終了後3～5年で給与支給総額を年率平均2%以上増加させ
ること

グリーン成長枠（スタンダード）に該当する事業者

必須要件Bについては、付加価値額の年率平均5.0%以上増加を求める

① グリーン成長戦略「実行計画」14分野に掲げられた課題の解決に資
する取組として記載があるものに該当し、その取組に関連する2年以上
の研究開発・技術開発又は従業員の10%以上に対する年間20
時間以上の人材育成をあわせて行うこと

② 事業終了後3~5年で給与支給総額を年率平均2%以上増加させ
ること

エントリーとスタンダードの主な違い



16（出典）事業再構築補助金事務局HPより抜粋 https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/result/koubo_kekka_gaiyou09.pdf

中小企業が活用できる支援制度（事業再構築補助金・第9回公募の結果）



対象

○温室効果ガス削減効果が大きく、新たな需要の拡大に寄
与することが見込まれる製品の生産に専ら使用される設備
※対象設備は、機械装置。

○事業所等の炭素生産性（付加価値額／エネルギー起源CO2
排出量）を相当程度向上させる計画に必要となる設備（※）
※対象設備は、機械装置、器具備品、建物附属設備、構築物。導入に
より事業所の炭素生産性が１％以上向上。

②生産工程等の脱炭素化と付加価値向上
を両立する設備導入

①大きな脱炭素化効果を持つ製品
の生産設備導入

制度概要 【適用期限：令和５年度末まで】

＜計画イメージ＞

【外部電力からの調達】

新規導入

【エネルギー管理設備】

一部再エネへ切替え

【生産工程】

生産ライン①
生産設備

生産ライン②
生産設備

生産ライン③
生産設備刷新

＜炭素生産性の相当程度の向上と措置内容＞
３年以内に10％以上向上：税額控除10％又は特別償却50％

３年以内に ７％以上向上：税額控除 ５％又は特別償却50％

⚫ 2050年カーボンニュートラルの実現には、民間企業による脱炭素化投資の加速が不可欠。

⚫ このため、産業競争力強化法に新たな計画認定制度を創設。計画認定制度に基づき、①大きな脱炭素化
効果を持つ製品の生産設備、②生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両立する設備の導入に対して、
最大10％の税額控除又は50％の特別償却を新たに措置※する。

※措置対象となる投資額は、500億円まで。控除税額は、後述のDX投資促進税制と合計で法人税額の20%まで

【対象製品】
✓ 化合物パワー半導体素子又は当該素子の製造に用いられる半導体基板
✓ 電気自動車又はプラグインハイブリッド自動車用リチウムイオン蓄電池
✓ 定置用リチウムイオン蓄電池（充放電サイクル7,300回以上を満たすもの）
✓ 燃料電池（発電効率50％以上、総合効率97％以上、純水素を燃料とす
ること、のいずれかを満たすもの）

✓ 洋上風力発電設備（１基当たり定格出力９MW以上を満たすもの）の主
要専用部品（ナセル、発電機、増速機、軸受、タワー、基礎）

燃料電池化合物パワー半導体

＜措置内容＞

税額控除10％又は特別償却50％
17

中小企業が活用できる支援制度（カーボンニュートラルに向けた投資促進税制）



1818

（参考）大八科学工業株式会社の事業適応計画のポイント



お問合せ先
近畿経済産業局 総合エネルギー広報室
TEL：06-6966-6041

事業者のカーボンニュートラル（CN）に向けた取組を支
援すべく、経済産業省が行っている予算事業のうち、CNに
関連する補助金や支援策についてまとめた「CN関連・施策
マップ」を作成しました。
本マップは1ヶ月に2回を目安に随時更新しており、補助
金の公募開始やその他の最新情報を得ることができます。
CNに向けた各種取組を検討されている事業者の皆様、ぜ
ひご活用ください！

カーボンニュートラル関連・施策マップ

関西企業等の取り組み事例
～コツコツ減らそう！我が社のCO2削減のコツ～

本事例集では、➀CNに取り組む企業・団体等、
②それらの事業者をサポートする企業の取組事例を紹
介しています。
あらゆる業種の方々に、自社に合った取組のヒントを見
つけて いただくため、製造業はもちろん、小売業や教育
機関等、幅広 く事例を掲載しています。「CNに取り組み
たいけど具体的に何から始 めたらいいのかわからない...」
といった中小企業等の方々にとって、CN実現に向けた活
動の“きっかけ”となると幸いです。

お問合せ先
近畿経済産業局 総合エネルギー広報室
TEL：06-6966-6041

近畿経済産業局ではカーボンニュートラルに向けた取組を応援しています
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近畿地方環境事務所と連携し、カーボンニュートラルに向
けた取組イメージを分かりやすく伝える広報ツールとしてリー
フレットを作成しました。
この度、当リーフレットを実際に活用して企業のカーボン
ニュートラル支援を行う自治体、産業支援機関、金融機
関の方々の声を反映し、バージョンアップしました！

カーボンニュートラル入門リーフレット

お問合せ先
近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室
TEL： 06-6966-6055

省エネ相談窓口

エネルギー対策課では省エネルギーの推進に向け「省エネ相
談窓口」を令和４年度より開設いたしました。省エネルギーの
取組は、企業の経営コストの削減にもつながります。ぜひ、お
気軽にご相談ください！
ご相談は、原則、窓口面談（リアル）、事前予約制です。
電話予約の際に相談概要等をお聞きします。

予約電話番号：06-6966-6051
（平日9:00～17:00（12:00-13:00除く））

担当：近畿経済産業局 エネルギー対策課

水素の入門書・水素関連データ集

お問合せ先
近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室
TEL： 06-6966-6055

カーボンニュートラルに向けて期待のかかる「水
素」を1 人でも多くの方に知っていただくために、特
に水素分野へ未参入の企業、大学、自治体や
地域産業支援機関の皆様に向けて入門書を作
成しました。
また、関西に拠点を持ち、水素分野に参入され
た企業の一例を紹介するデータ集を作成しました。
ぜひご活用ください。

近畿経済産業局ではカーボンニュートラルに向けた取組を応援しています
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⚫我が国としても、 2030年度の温室効果ガス削減目標達成、2050年カーボ
ンニュートラルの実現に向けて、あらゆる施策を総動員していく方針であり、全
ての業種において、大企業のみならず中小企業もカーボンニュートラルに向
けた対応を進めていくことが必要。

⚫中小企業がカーボンニュートラルに取り組むことにより、省エネによるコスト削減、
資金調達手段の獲得、製品や企業の競争力向上等の効果が見込まれ、ひ
いてはそれが経営力強化にもつながる。

⚫具体的な取組として、カーボンニュートラル対策について知る、自社の排出量
等を把握する、排出量等を削減するというステップを意識して進めることを基
本としつつ、支援機関とともに、まずは出来ることから始めてみていただきたい。

⚫政府としても、相談窓口の設置や設備投資や事業転換に活用できる補助
金等、中小企業等の各段階に応じた支援策を展開しているので、是非ご活
用ください。

21
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